
令和３年度 第１回 大阪市障がい者施策推進協議会精神障がい者地域生活支援部会 議事録 

 

１ 日  時 令和３年 10 月１日（金） 午前９時 30分から午前 11時まで 

 

２ 場  所 大阪市こころの健康センター 大会議室 

 

３ 出席委員 芦田委員、倉田委員、栄委員、澤委員、潮谷委員、島田委員、永田委員、 

新田委員、羽室委員（五十音順） 

 

開 会 

事務局（吉武こころの健康センター担当係長）： 

 会議の公開について 

 

喜多村こころの健康センター所長あいさつ 

 

事務局（吉武こころの健康センター担当係長）： 

 出席委員及び出席職員紹介 

出席状況の報告、配付資料の確認 

事務局（前田こころの健康センター精神保健医療担当課長）： 

部会長の選出 

栄部会長： 

 副部会長の選出 

 

議 事 

 

栄部会長： 

そうしましたら 11 時までという限られた時間ですので、皆様方ご協力の程よろしくお願いい

たします。 

資料の方もたくさんありまして、まずは議題 1「大阪市における精神障がいにも対応した地域

包括ケアシステムの概要」について議題２「第 5期障がい福祉計画、第１期障がい児福祉計画」

及び第 6期障がい福祉計画・第 2期障がい児福祉計画の成果目標について」事務局より説明をお

願いいたします。 

 

事務局（前田こころの健康センター精神保健医療担当課長）： 

【大阪市における精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの概要について、資料１・参

考資料 4に基づき説明】 



【第5期障がい者福祉計画･第１期障がい児福祉計画（平成30年度～令和2年度）の実績 (精神障

がいにも対応した地域包括ケアシステム) ・第6期障がい福祉計画第･第２期障がい児福祉計画

（令和3年度～令和5年度）の成果目標について、資料2に基づき説明】 

資料２につきまして、新田委員より事前に令和 2年度における長期入院患者 1,789 人のうち、

認知症による、入院看護が必要で、退院ができない人数はどれくらいいるのかとご質問をいただ

きました。 

確認させていただきましたところ、1 年以上の長期入院患者数、1,789 人のうちで認知症の方

につきましては、アルツハイマー病や血管性認知症などを含む症状線を含む器質性精神障がい

という疾患区分でみますと全体の 2割程度の方がおられました。 

なお、入院看護が必要な方につきましては、数字はちょっと把握しておりません。 

申し訳ございません。 

次に裏面の第６期大阪市障がい福祉計画における令和 3 年度から令和 5 年度の成果目標につ

きましては、資料の記載のとおりでございまして、前回もご説明したものと同様の内容でござい

ますので説明は省略させていただきます。なお、設定された成果目標につきましては、今後、進

捗状況の把握分析を行ってまいります。私からの説明は以上でございます 

 

栄部会長： 

どうもありがとうございました。新田委員からも本当に忌憚のないご質問いただきどうもあ

りがとうございます。 

今のご報告につきましても、もしよろしければ最後に皆様方の質問時間を設けたいと思いま

すので、そこでまとめさせていただいてよろしいでしょうか。 

そうしましたら続きまして、議題 3の「退院阻害要因から見えてきた課題について」と議題４

令和 3年度の「にも包括」に係る取り組みについて事務局の方から説明をお願いします。 

 

事務局 （山田こころの健康センター保健副主幹・鈎こころの健康センター担当係長）： 

【退院阻害要因から見えてきた課題について、資料 3･資料 4･資料 4－1･資料 4－2･資料 4－3

に基づき説明】 

事前に羽室委員からご意見を頂戴しております地域生活移行推進事業が、令和 2年度、コロナ

禍において、病院への訪問や面会が制限され、実績としては、難しい状況でしたが、長期入院患

者への退院支援は継続した支援が必要となっています。 

今後も社会の状況を見ながら、継続的な関わりが途切れないよう推進を行ってもらいたいと

のご意見をいただきました。 

私達も、1人でも多くの方にこの事業を利用していただき、退院準備を整えて地域へお戻りい

ただきたいと考えていますので何卒ご協力の程よろしくお願いいたします。 

もう 1 点、ピアサポート研修につきましても、ピアサポート体制加算のための研修であるた

め、研修対象者が著しく制限されてしまいます。 



大阪のこれまでのピアサポート活動の研修とその活動を踏まえ、ピアサポート研修が形骸化

され加算研修にならないような配慮が必要であるとのご意見をいただきました。 

こころの健康センターが実施しているピアサポーター養成講座と、今回 3 障がい合同で開催

することになるピアサポート研修は、対象者や果たす目的も異なるものですので、その辺りをき

ちんと整理した上で、これまでの取組みの歩みも止めず、継続していけるようにしてまいりたい

と思っております。 

貴重なご意見ありがとうございました。 

以上で説明は終わります 

 

栄部会長： 

はい、どうもありがとうございます。 

前回、倉田委員の方から地域移行支援のリーフレットやパンフレットがあるといいいうこと

で、今日皆さんお手元の方にカラーの方があります。 

倉田委員の希望に沿っているかどうかは、また後程ご意見いただきたいと思います。 

また羽室委員の方からも、資料 4 につきまして貴重なご意見をいただきありがとうございま

す。 

こちらの方につきましても、新たにこのピアサポートの加算ということで、研修を持たれた 3

障がいを対象に行われるということがありますので、その辺りも時間がありましたら深めたい

と思います。 

そうしましたら引き続き、資料 4－4「大阪市被保護精神障がい者等地域移行支援事業の実績」

について事務局よりご説明お願いします。 

 

事務局 （金﨑福祉局生活福祉部生活保護調査担当課長）： 

【退院阻害要因から見えてきた課題について、資料４－４に基づき説明】 

 

栄部会長 

ありがとうございます。 

この事業が令和２年度から始まっているのですよね、その意味では実績という辺りでもご報

告していただきどうもありがとうございました。 

そうしましたら最後の議題 5の方に移ってもよろしいでしょうか。 

こちらの「住宅セーフティネット制度について」ということで、今回の７本柱の１つにも「居

住支援」という大きな柱がありました。 

ご説明をお願いします。 

 

事務局 （藤原都市整備局企画部安心居住課長）： 

【その他・住宅セーフティネット制度について 資料5に基づき説明】 



事前にご質問がありましたので、お答えをしていきたいと思います。 

ご質問の趣旨としましては、この空き住戸 882 のうち、精神障がい者を対象にしているのが 614

となっているけれども、この差 268 戸は精神障がい者の入居を拒んでいるということなのかと、

30％を占めるだろうということのご指摘でございました。 

結論から申し上げますと、わかりやすく情報提供しようと思って、いわば勇み足みたいなこと

になってしまったということで、まずお詫びをしないといけないのです。 

説明いたしますと 882 戸という数字は、先ほど見ていただきましたセーフティネット住宅情

報提供システムの方で、各チェックボックスがあるのですけれども、大阪市内全部区ごとに分か

れていると 24 チェックを入れて、あと各要配慮者の属性には全然チェック入れずに、その他の

事項も色んな、よくある住宅探しの検索システムみたく色んな項目があるのですけど、その項目

も絞り込みをせずに検索をかけたら、ここに示す 882 という数字が出ました。 

614 戸というのは、今申し上げた何もほぼ絞り尽くしていない状況の中で、要配慮者のチェッ

クボックスの中で、精神障がい者というものがありますので、それだけにチェック入れると 614

戸いうものが出てきたということでございました。 

改めてシステム上でもう一度全部チェックしてみまして、この係数の差がわかりました。 

実はその 882 戸っていうのは極力絞り込めかけずに検索をかけた結果、高齢者限定のセーフ

ティ住宅の数まで拾ってしまっていたということがわかりました。 

先ほども申し上げましたとおり、大阪府の中では、賃貸住宅供給促進計画の中で、専用住宅以

外は入居を受け入れる要配慮者の属性を限定しない住宅を登録するということにしてもらって

ありますのでどうぞよろしくお願いいたします。 

 

栄部会長： 

ありがとうございます。 

中々居住問題というのは課題に挙がっていながらも、どういった制度を大阪府や大阪市にあ

るのかっていうのが把握できなかったのでご説明いただいてありがとうございます。 

そうしましたら芦田委員からの貴重な意見をいただいたのですけども、それも最後にフィー

ドバックするということでよろしいでしょうか。 

最後に議題５ということで、総合的な相談支援体制の充実事業について、事務局の方からご説

明よろしくお願いいたします。 

 

事務局 （伊藤福祉局生活福祉部地域福祉課長）： 

【その他 総合的な相談支援体制の充実事業について、資料6に基づき説明】 

 

栄部会長 

どうもありがとうございました。 

いろいろな制度や事業ができる場合に、窓口はどこか、その窓口の連携ということも考えます



と、今のご説明につきましても、私たちの課題として取り上げたいと思います。 

お時間の方ご協力いただきまして余裕がありますので、よろしければ今回、委員の方からご質

問、ご意見をいただきましたので、先ほどのご報告で何かありましたら、そちらの方のフィード

バックをお願いしたいと思うのですけども、新田委員、羽室委員、芦田委員いかがでしょうか。 

 

新田委員： 

質問、意見として出していたのは、これ早々に答えられたのですけど、認知症等で長期入院の

方が 20％、これはもう精神障がいというよりは、認知症病棟に入院しておられて、介護がメイ

ンであったり家族がおられなくて、退院する可能性がある人がいれば、例えば、住まいを特養と

かグループホーム、老健を住まいですよとワーキングができれば、それが可能になるのではない

かなということで一つは出しました。 

その長期入院 1,789 の内訳がちょっとわからなかったので、一本調子では駄目なのだろうな

と、タイプ別というか色んな分け方というのはあるのだろうなと思いました。 

もう一つは資料 1のこれ見ると、「にも」っていうのもおかしいのですけども、地域包括ケア

システムと言った時に、これはこれでわかるのですけども、これを見て違和感を覚えたのは、精

神障がい分野の社会資源のイメージのみで書かれているんです。 

地域包括ケアという概念は、大阪でいうと、区が日常生活圏域であれば、そこの区の特性、介

護であったり、福祉であったり、医療であったり、住まいであったりをどう社会資源として、支

援していく時に巻き込んでいくか。 

例えば、後見人をどうする、家族がもう嫌だっていう場合は、第三者後見なのか、市民後見な

のか、複数後見なのか、普段の生活の支援者、伴走者として、地域の人達をどう巻き込んでいけ

ばいいのか。 

高齢分野で言えば、認知症サポーターを、オレンジサポーターとして活用していこうと、そう

いうのを育成していったらどうかとか、NPO、ボランティアどのようにするかとか、あんしんサ

ポートとか、40 歳以上であれば介護保険も使えるわけですよね。 

そこら辺どうすんねんと、そういういわゆる精神科の分野だけで考えるのではなくて、もっと

他の施策であるとか、分野に広げていかないと、いつまで経っても何か精神障がいの分野だけで

終わっちゃうんちゃうかなというふうに個人的には違和感をもっているんです。 

だから、その総合的な支援調整の場って言ったのは、今の大阪市においては、そこが一番今の

とこはですよ。妥当なのかと。 

これは別にそこの担当者が会議を仕切るのではなくて、24 区の保健師さんの PSＷが会議の主

催者になって、そこでどういうチームを作って役割分担をどうしていくか決めていく。 

そういう仕組みを 24 区の中で作っていく方が、個人的にはいいんのではないかなということで

提案させてもらいました。 

以上です。 

 



栄部会長： 

ありがとうございます。 

もうまさにですね、今のご意見そのものが、本当に私たちは大きな課題でもあって、どうやっ

て分野、領域を横断的にしていくかっていうのは、今回の所長のご挨拶でもあったことかなと思

っています。 

それも含めて羽室委員、芦田委員はいかがでしょうか 

 

羽室委員： 

はい、今回ピアサポート研修等のところにご意見をさせていただいていたんですけども、栄先

生とともに、こころの健康センター等々、この研修の方、進めていく準備をしていただいている

かなという形ではあると思います。 

この研修、加算研修、障がいのある方々が働いていく、社会参加をしていくというところで、

趣旨はですね、とても重要なものであって、この研修自体はとても必要なものではあります。 

でも、加算対象となる方が 0.5 以上の算定基準のなかでの方が参加対象となるという形になっ

てくる。 

まず身体障がいの方とかそういった形で働かれている方、とても多くなっていますけれども、

やはり知的、精神分野において、その基準の中で働いているというのも、週に何回かとかですね、

そういった形で色々な形で働かれている現状がある。 

大阪ではその多様な働き方も進めてきている中で、色々な方、障がいの方が働いているといっ

たところなので、この加算対象の人っていう 0.5 以上、以下の人と区別になってしまわないよう

に、働き方の区別になってしまうと、なかなか頑張って働いている方っていったところは、そこ

で頭打ちになってしまったりとかですね、このスタッフ以外の人としての扱いになってしまう

ところの、障がい者の働き方、多様性といったところの見方からいくと、働いている方にちょっ

と区別されたんじゃないかと思われてしまうこともあるかなというふうには危惧しているので、

この研修自体はとても大事なものとは思っていますので、そういった配慮をしながら大阪市に

おいて働いていく、障がい者の方でもいかに考えていくのかっていうのも、何とか一緒に考えて

いけたらという形に意見をさせていただきました 

 

栄部会長： 

ありがとうございます。 

今年度から始まった加算の事業ですので、またぜひ皆様方のご意見をいただければなと思い

ます。 

芦田委員： 

芦田です。 

先ほど新田委員の方からですね、この総合的な支援の場でも PSW が、今後、参画をしながらや

っていけばいいのじゃないかというようなご意見いただきまして、この会議の中でも大阪ＰＳ



Ｗ協会から、私もそうなのですけれど、何名か参加をさせていただいているんですけれど、大阪

市内には、ＰＳＷを必ず設置しなさいっていう地域活動支援センター生活支援型っていうのが、

9ヶ所しかありません。 

それも非常に場所が偏在していまして、1区に二つある区があったりとか、ほとんどの区が無

いというような状況になっています。 

そういう中で、ずっと私たちは各区に、地域活動支援センター生活支援型の設置をしてほしい

というようなことは申し上げてきたのですけどそれはもう、なかなかできないという中で、地域

活動センター以外に、各区の保健福祉センターの精神保健福祉相談員という方は、必ず 1名ない

しは２名配置のところもあるということで、その相談員さんがどこまで地域の精神の中核とな

って、連携とか、相談に応じていただけるとかっていうところは、私も非常に期待するところで

はありますし、この「にも包括」、だけではなくてそういう総合相談、地域を作っていくこの総

合相談の中でだけではなくて地域連携という捉え方の中でも、その相談員さんの役割というの

は、とても大きいかなというふうに思っております。 

先ほどそのことについては山田さんの方からも報告いただきましたので、ますます具体的な

取り組みをしていただきたいなというところと、また地域でも、きちんとＰＳＷを、センター以

外でも何かそれに準ずるような形で、拠点を作っていくっていうようなことを考えていただけ

ればなと、というのがそれほど精神の課題っていうのは、本当にすべてのケースのベースにある

ので、そこは大阪市の、課題ということで考えていただければなと思います。 

それからすいません長くなりますが住宅のことで、お話をさせていただきたいなと思います。 

今日はですね、本当に都市整備局の方が来ていただけるということで、何よりそれが私は嬉し

くて。 

やはり「にも包括」の中で、住宅のことは、大きな課題として取り上げられていますけれど、

これもまた「にも包括」の話だけではなくて、大阪市の障がい中でも、障がいだけではありませ

んけれど、この住まいの事というのはベースの問題ということになっています。 

病院から地域に戻ってくるとき、まず住まいどうするという話ですよね。 

退院阻害要因の中にもですね、住まいがないから退院できないみたいなこともこうで出てい

る。 

実際私も地域移行で住まい探しをご一緒させてもらうと本当になかなか難しいです。 

貸す方、不動産屋さんとか、保証会社の方は、精神障がい者なのかということを知ろうとして、

プライバシーの侵害というか、人権侵害の部分がいっぱいある中で、こういうセーフティネット

住宅っていうのに期待するところではあるのですけれど、これがほとんど、一般住宅、一般の方

も借りられる住宅であって、要配慮者は国の統計で行くと、13％くらい、大阪で少し少なくなる

のですかね、それぐらいやっぱり少ないんですよね。 

それで、保証会社の審査が無いとだめというようなことも書かれている。 

このセーフティネット住宅があることで、一歩前進ではあるんですけれど、どこまで障がい者

にとって借りやすくなっているのかというところには、なかなかそこはこれがあったから助か



ったわというところにはまだ至らないような状況だと思います。 

私は是非ですね国の方も推進している居住支援協議会を、日常生活圏域がある各区に設置を

していただきたいというふうに思っています。 

大阪府下では、豊中市と高槻市、二市だけということで、まだまだ進んでないのですけれど、

このセーフティネット住宅、現場に行かなければ紙媒体がなく、自分でパソコンで選んでくださ

いというようなことになっております。 

もっとこう本人さんに、寄り添う明確な窓口が各区にあるという、取り組みをしていただきた

いのですけど、これがまたなかなか進まない。 

例えばこの中でしたら、健康福祉部と市民協働部と都市計画推進部と、にも包括からっていう

ふうな発信で、大阪だったらこころの健康センターとも一緒にというような、横断的な取り組み

になるというところで、ここが一番もう難しくて、なかなか進まないのかなとは思うのですけれ

ど、精神障がい者だけではなくて高齢者や、生活困窮の方、これからどんどん増えていくであろ

う、海外からの方のためにもですねぜひ、にも包括からの切り口、住宅のことが非常に打ち出さ

れました施策になっていますので、ぜひ居住支援協議会を大阪市の方で、各区に設置をしていた

だきたいなというふうに思います。 

すいません長くなりました。 

 

栄委部会長： 

貴重なご意見どうもありがとうございました。 

精神保健福祉士という話が出たんですけどもその辺では、島田委員いかがでしょうか。 

 

島田委員： 

島田です。 

総合的な支援調整とか、つながる場というのに大阪精神保健福祉士協会も社会福祉士会とか

弁護士会と一緒に SV という立場で一緒に行かせていただいている内容です。 

各区は精神保健相談員の方、必ずしもその精神保健福祉士の資格を持っている方ではなかっ

たりして、保健師さんが出てこられたりとかっていうことが多くてですね。 

精神保健福祉に関する課題に関してなかなか共有がしづらいところがあったり、なんて言い

ましょう私たちはその場からアドバイスというかＳV 的な動きをさせていただくのですけれど

も、それが各区の中に浸透していかないというところであって、それは、地域移行の部分であっ

たりとか、家族の精神保健福祉の充実の部分であったり、精神保健、精神障がい者の方々の権利

擁護の部分であったりとかというところはなかなか共有しづらいと実感としては感じていると

ころです。 

先ほども言っていただいたように精神にかかわる課題というのは本当に喫緊でたくさんあり

まして、それも子供から高齢者まで非常に幅広い形でもあるので、今回、私も先ほど芦田委員が

仰ってくださったんですけれども、やっぱり各区の、精神保健福祉士の配置とかそれをきっちり



していただきたいと非常に思っているところもありまして、各センターが出ることも大切だと

は思うのですが、やっぱり各区の住民に近い部分でのサービスに精神保健福祉士がいるという

ところは一つ大きいかなと思いますので、当協会としてはその配置を必置にしていただくべく、

強く強くお願いしたいなと思っておりますので、そこを前向きにご検討いただけたらありがた

いなと思っております。 

 

栄部会長： 

どうもありがとうございます。 

そういった意味では共通言語といいますか、共通認識っていうのはとっても大事なことで、それ

を作っていくような、文化や風土も大事だなと思いながらもです。 

地域移行ということでは澤委員から、前回もあったのですけども、ご意見があれば、よろしく

お願いいたします。 

 

澤委員：  

ありがとうございます澤でございます。 

今回、大阪精神科病院協会の方からということで質問させていただいております。前回もご質

問させていただきましたけれども、「にも包括」というので、その地域の中にいわゆる精神障が

いをお持ちであろうとなかろうと、安心して生活していけるシステム、仕組みを作るということ

は、ものすごく大事なことだと思っています。 

多くの諸外国で進んできた地域移行のやり方は厚生労働省も「にも包括」に取り入れています

が、日本の病院の多く、特に精神科病院の多くで起こっているのは先ほどご意見ありましたけど

も、いわゆる高齢化の問題です。 

多くの精神科の病棟の稼働率というのは 9割切っている。 

資料ではこの数年 3 年かけて 100 何十人退院したと書いていますが 65 歳以上の人と 65 歳未

満の人をわけないため分析が不十分です。 

年齢で分けるのは難しいからなのだと思うのですけれども、百何十人の 1 年以上の人が減っ

た原因として、死亡退院なのか、あるいは例えば精神科病院に長く入院している人が、身体が悪

くなって看きれなくなった、総合病院にいって入院期間がリセットされたということなのか。 

10 年入院していても転院してまた戻ってきたら、あらためて 1日目になる。 

この数年で 40人か 50 人くらいはこの理由ではないか。 

年齢での検証は必要です。地域の中の医療資源を作ることは絶対必要ですが、本来地域へ帰れ

る人が帰れていなかった理由の中で、働く場所、住む場所、繋がりは作らないといけない。もう

一つ起こっていることとしては高齢身体合併症の問題があります。昼夜問わずクリニックや総

合病院からの転院であるとか、施設で頑張って介護していたが難しくなったとか、その中に高齢

とか身体合併症の問題がある。 

資料では認知症は 2割とありましたが、何を根拠に 2 割とされたのか、おそらく主病名がＦ0



圏を取っているのではないでしょうか。 

統合失調症と 10 年前に病名がついた人が、そのあとに認知症になることはいっぱいあります

よね。 

そうすると副病名はちゃんと考慮されているのか、主病名だけでこれは統合失調症ですとす

ると、本当に長期入院者の中で、統合失調症モデルとして退院できない人なのか、それとも実は

認知症とか身体合併症の問題で退院できないのか、これを見逃すかと思います。 

20％しか認知症がいない。 

それは多分違うと思いました。 

65 歳以上が多くの精神科病院が 5割～7割です。 

認知症ばかりの病院もあります。 

だから、この「にも包括」の中で取り組んでいく動きは非常に大事だと思っていますし、長期

間入院している人が退院するためということでは大事です。今起こっているもう一方向のベク

トルは非常に大きくて、高齢化、認知症、身体合併症、ここをきちんとしたデータ分析をしない

と、「長期入院者の数が減った、目標達成した」と言っても、実は亡くなっていたり、身体合併

症で転院していたりということを含んでいるような印象がございます。 

是非次回、データを出していただければと思います。 

 以上です。 

 

栄部会長： 

ありがとうございます。 

私たちが言うそのカテゴリーそのものが、単一的なものととらえてしまうと、その数自身の整

合性もないということで、高齢認知症、それから合併症で皆様先ほどの総合的な支援調整の場っ

ていうのも、事例の課題っていうのが最初に、精神障がいって書いていますけど、その下の方を

見ると、ひきこもり、発達障がい、認知症って書いているので、こういった分け方でいいのかど

うかっていうのも非常に危惧するところですよね。 

そういったこともありながら病院の中で、看護協会の方はいかがでしょうか。 

 

永田委員： 

看護協会からです。 

やはり患者さんは日々、心に揺れがあります。 

夜はすごく不安になられます。 

地域で一人暮らしはじめた方何人かいらっしゃるのですけど、やっぱり精神崩れてしまって、

一旦崩れると、なかなか元に戻るのができなくて、病院にずっと居た方がよかったのじゃないか

と言う患者さん、何人かいらっしゃいます。 

やはり地域に出すイコールそれで終わりではなく、その後もフォローというかね、ピアサポー

トも、いろいろ努力されているのですけど、日々タイムリーにどう対応していくかっていうとこ



ろも含めて、先ほど言われたように、総合的な相談システムもタイムリーでないといけないので

ね、たくさんの方がこのように集まられていますが、日にち決めて色々してやると、そのタイム

リーさがずれてしまうっていうところで、先ほど言われたあの精神の相談窓口というのは各区

に、それも 24時間体制であるほうが。 

夜の方はその精神科病院が担っている事ってたくさんあるのですけれども、そこも限界があ

ったりしますので、いつでも相談できるというところがあれば、地域でも希望をもって楽しく生

活できないと、やはり意味がないので、身体が不自由になって高齢化するということもあります

けど『地域に行くことでかえって不自由になる』じゃ、病院とか施設にいる方がいいのじゃない

か、というふうに、やはりその人でも言いますしね。 

そういうところをいかに上手に采配していくとかいうのが、大事なのかなと感じました。 

 

栄部会長： 

そうしましたら、倉田委員、当事者のピアサポーターが制度化とか、皆さんのその当事者の方

の声をどうやって反映するかっていう意味では、何かご意見ありましたらぜひよろしくお願い

いたします。 

 

倉田委員： 

ありがとうございます。 

地域移行支援のご案内を作っていただいてありがとうございます。 

こちら読ませていただいたのですけども、できれば追加していただきたいなと思うことがあ

りまして。 

私個人的にボランティアで大阪府下の精神科病院の入院患者さんの声を聞くという電話相談

をやらせていただきまして、患者さんの声からよく聞くのが、任意入院であっても、医師の許可

がないので、退院をさせてもらえないというようなことをよく聞きます。 

それとあと、ご自身がどういう状態で入院されているのか、というのを把握されてない方が多

くおられて、まずそこの説明からさせていただいているような状態になっていまして。 

できれば追加していただきたいのが、入院患者さん自身、自分がどういう立場にあるのか、例

えば入院形態でも、医療保護入院、措置入院、任意入院、他にもございますけども、そういった

3形態がございます。 

そういったご自身の入院形態によって、その退院の流れのことも盛り込んでいただけるとあ

りがたいかなと思います。 

それとあと、任意入院であったら、いつでも退院できるんだよという意思表示ができるような、

『私退院したいです』みたいなチェック項目があって、このリーフレット一枚を見せるだけで

『私は退院したいんだ』という意思を示せるような、そういうものにしていただけるとありがた

いなと思います。 

あとは、付け加えていただきたいのが療養環境審査会っていうものと、退院審査会というもの



があるのですけども、そちらの連絡先も載せていただけるとありがたい。 

大阪市の配布物なので、それが難しいかどうか私にはわからないのですけれども、大阪弁護士

会ひまわりの無料の電話相談、精神障がいを持った方、あと、高齢者の方の無料の弁護士の相談

窓口がございましてそちらの電話番号も、載せていただければありがたいと。 

退院審査会にお願いするとなると、どうしても手続きが煩雑になりまして、入院患者さんご自

身の手では難しいということがありまして、そういったサポートをしていただける弁護士会の

紹介をしていただければありがたいなと思ったのと、最後に、これを大阪市の資産だけにするの

はもったいないと思いまして、できれば大阪府下の精神科病院の方々にも、これを入院と同時に、

入院の説明と同時にこれを見せるぐらいの感じで配布していただけると、退院までの流れが、入

院して退院のことを考えるのかと思われるかもしれないのですけども、入院した時から退院の

ことを見据えて、「私は治療するんだ」「ここから退院していくんだ」というこころ持ちで治療を

受け、入院できるようなサポート体制が必要かなと思いました。 

以上です。 

 

栄部会長： 

ありがとうございます。 

お一人お一人の人生考えると、入院はその入口っていうだけではなくて、一つの期間というの

がありますね。 

その意味ではご自身の目に必ず届くような形と、ご自身自身の、その意思が反映できるような

ものを、また発生していただければいいなっていうのを、本当に思っております。 

こんな形であっという間に時間が来てしまって。 

 

島田委員： 

次回で結構ですけれども、茶話会、病院訪問に関して、このコロナ禍において行きにくくなっ

ているという状況の中でも、ウェブの活用や zoom 面会やオンライン面会とかっていう取り組み

を、ハード面すごく大変だとは思いますけれども何かしらそういう取り組みをご検討いただけ

たらなと思うのと、実質的に茶話会をするのは本当に難しいなと思うので、大変なご苦労もあら

れると思うのですけれども、何かしらそういうウェブとか、ものを使った形での取り組みみたい

なものをご検討いただけたらなと思いますし、大里係長さんとか、被保護精神障がい者の地域移

行支援事業とかやっておられると思うのですがそういうドキュメントをとって流すだけでも価

値があったりすると思うので。 

何かしら柔軟にご検討いただけたらなと思います。 

 

栄部会長： 

ありがとうございます。 

それではこのパンフレットを、こう北区をこすると、北区の地域住民の方のネットワークが出て



きたりとか。 

地域独特の、何か支援があるといいですよね。 

叶うのでしょうか。 

そうしましたらですね、本当時間の方もまいりましたので、潮谷委員、まとめていただけたら

と思います。 

 

潮谷委員： 

まとめというよりも意見もあるのですけど、今回つながる場については、障がいに合わせた形

でもう少し提示しないといけないかなと思っておりますし、また地域活動支援センターとの関

係で自立支援協議会とどう整理していくのかというのは、まず持ち帰らせてもらってですね、検

討また継続していきたいなと思っております。 

資料 4－1 ですけど、地域生活移行推進事業について大変丁寧に対応されていて、いいなと考

えていたのですが、私、地域移行支援サービスの継続申請が上がった時に評価をさせてもらって

いるのですが、その中の大きな課題は、訪問回数が少ないということと、集中支援がかなり少な

いというような中で、なかなかイメージづくりからですね、脱却できてないというような支援計

画、現状があります。 

そういうことを考えたときに、むしろこの地域生活移行推進事業と地域移行支援サービスが

あると、点としていくよりも合わせていくような形というのが今後求められるのじゃないかな

という思いました。 

もう一つはですね、地域移行した後の支援っていうのがやはり、ただ単に住まいを、提供する

というとこだけではなくてそのあとに安定した生活をするために、国が言っているのは、グルー

プホームに対して、こうした人たち生活援助を入れていくということ、単身世帯に対しては、地

域定着支援を入れていくということが出ていますよね。 

そこについての部分というのは今回取り上げられていないので、特に自立生活援助について

は事業所がすごく限られている現状もありますので、そこを増やしていくためにどうしていっ

たらいいのか検討しなきゃいけませんし、自立生活援助のそもそもの目的っていうところで、あ

まり、精神障がい者の方が地域移行した後に利用するというイメージが、ないかなと思いますの

でその辺りも訴えていく、啓発していく必要性があるかなというふうに思います。 

以上です。 

 

栄部会長： 

ありがとうございました。 

この会議そのものが年間 2回ぐらいしかないということもありますので、澤委員からも、もっ

と具体的で、私たちの手元に届く数値を出していただくというあたりとか、住まいにつきまして

も、今日都市整備局の方に来ていただきましたので、やはり私たちって分野横断的な支援という

ことを考えていくことも必要ですし、生活保護課の方からも、今の事業が、令和 2年から生活保



護でも始まったということですけど、ある数が地域移行に反映されるということは、本当に大阪

市の中でも非常に大事なことでありますし、そういったことも含めまして、『ヒト・モノ・カネ』

この辺を、わかりやすく、次回も示していただきたいと思います。 

少し本当に時間が超過しましたけども、皆さんどうもありがとうございました。 

事務局にお返ししたいと思います。 

 

 

事務局（前田こころの健康センター精神保健医療担当課長） 

委員の皆様におかれましては、長時間ありがとうございました。 

本日もたくさんの貴重な意見をいただきましたので、こういった意見をこれから関係機関と、し

っかり十分連携を図りながら、しっかりと検討していきたいと思っております。 

また、次回の部会でどうかよろしくお願いいたします。 

 

事務局（吉武こころの健康センター担当係長） 

それではこれをもちまして、本部会を閉会させていただきます。 

本日は誠にありがとうございました。 

 


